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１． はじめに 

2014年（平成26年）4月に土砂災害研究部が発足し、

従前の砂防研究室に加えて新たに深層崩壊対策研究

官と土砂災害研究室を設け、１部２室の体制が整っ

た。 

砂防研究室では土砂移動に伴う問題を解消・軽減

するための砂防計画の立案や事業評価、総合的な土

砂管理などのほか、適切な施設配置及び設計手法な

どの研究を担当している。 

また、土砂災害研究室ではリモートセンシングに

よる調査・観測手法や斜面崩壊の危険度評価などの

対策手法、土砂災害発生時の効果的な情報伝達手法

などの研究を担当している。 

 

２． 土砂災害の発生状況と課題 

2014年の土砂災害発生件数は1,184件にのぼり、死

者数は81人であった。なかでも8月に広島市で発生し

た土石流災害は近年まれに見る人的被害を伴うこと

となった。 

2013年（平成25年）の伊豆大島土砂災害に続いて

数十人規模の人命が失われる災害となり、土砂災害

に対する警戒避難のあり方が社会的に問われること

となった。行政的には土砂災害に関して必要な情報

が住民まで確実に伝わる手立てを講ずるべく、いち

早く土砂災害防止法が改正されたところである。し

かしながら、どちらも深夜・未明の災害であったこ

と、局所的に短時間のうちに大量の降雨がもたらさ

れたことなどを考え合わせると、現状の降雨情報の

みに基づく土砂災害警戒避難には一定の限界がある

ことを認識しなければならない。入手可能なあらゆ

る情報を活用して、より早期の的確な警戒避難に結

びつける努力が望まれるところである。 

一方で紀伊半島深層崩壊、御嶽山噴火など大規模

土砂災害が相次いでおり、土砂災害防止法に基づく

緊急調査にあたる地方整備局を調査・研究の面から

支援していくことも国総研の重要なミッションのひ

とつである。限られた時間、データ、リソースを最

大限活用して的確に危機管理を行うために役立つ研

究や技術開発が待ち望まれている。 

 

３． 技術支援 

大規模な土砂災害発生時には（独）土木研究所（土

研）と連携しつつ、都道府県等の要請に応じて二次

災害防止のための現地技術指導を実施している。平

成26年度は土砂災害研究部からのべ93人・日の専門

家を派遣し、土砂災害危険箇所の点検や二次災害防

止の観点から降雨後の安全性確認、応急対策等への

技術的助言を担っている。近年、土砂災害対策の専

門性を活かした活躍に対する要請は高まっており、

広島災害では、降雨等のためたびたび中断する捜索

活動に対して、現地の調整所等において警察・消防・

自衛隊への調査結果の情報提供や立ち会い調査など

を実施し、捜索活動のほか当面の警戒避難体制の確

立を支援した。 

また、国総研では高度な土砂災害対策に従事する

地方整備局（地整）職員の資質向上を支援するため、

職員併任制度を活用した実践的な人材育成プログラ

ムを昨年度より開始している。平成26年度は当該プ

ログラムに各地整等から７名の参加があり、併任地

整職員は国総研・土研職員とともに広島災害など、

実地の技術支援活動にも従事したところである。 

広島災害等を踏まえては、改正土砂災害防止法が
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2015年（平成27年）1月に施行され、国土交通大臣は

都道府県及び市町村に対し必要な助言、情報の提供

その他の援助を行うよう努めることとされており、

今後とも災害発生時などの技術支援活動をより的確

に実施していけるよう必要な知見や技術の蓄積・活

用に努めて参りたいと考えている。 

 

４． 大規模土砂災害に関する研究 

天然ダムや大規模な土石流を引き起こす深層崩壊

については、2011年（平成23年）の紀伊半島大水害

などを契機の一つとして重点的に研究に取り組んで

いる。平成26年度は、これまで深層崩壊への学術的

な知見・対策技術に係る体系的な整理が十分ではな

かったため、深層崩壊に起因する災害事象の分類や

災害シナリオの想定手法の考え方、対策についての

体系化や留意点などを「深層崩壊対策技術に関する

基本的事項」として国総研資料にとりまとめたとこ

ろである。 

また、近畿地方整備局では、2014年4月に和歌山県

那智勝浦町に活動拠点を置く「大規模土砂災害対策

技術センター」を設置したところであり、学官連携

により深層崩壊・大規模土石流のメカニズム解明や

対策に関する調査研究・技術開発等が進められるこ

ととなっている。国総研としても、同センターが事

務局を務める「大規模土砂災害対策研究機構」に参

加し、当該分野の研究開発について成果をあげて参

りたいと考えている。 

 

５． 土砂災害早期検知の取り組み 

2014年5月、JAXAの陸域観測技術衛星2号「だいち

２号」の打ち上げ成功により、高性能Lバンド合成開

口レーダー（PALSAR-2）による「定期健康診断（定

常観測）」と「救急診断（緊急観測）」が可能とな

った。「平常期」より地すべりや深層崩壊のリスク

の高い地域を監視し、異常を検知した際には早期に

対策に着手できるよう、PALSAR-2による観測データ

より地すべり等の予兆（斜面変動）を把握するとと

もに、豪雨や大地震によって引き起こされた大規模

土砂災害の「初動期」において、PALSAR-2に加え航

空機搭載型SAR（合成開口レーダー）等を組み合わせ

迅速かつ効率的に緊急観測を行い、深層崩壊や天然

ダムの発生位置を特定するための技術開発を行って

参りたい。 

また、土砂災害の警戒・避難にとって重要な判断

指標でありながら、これを収集し地域全体で共有す

ることが難しかった土砂災害の前兆現象が、ネット

ワーク上に無意識に投稿される「つぶやき」情報を

分析することにより把握できる可能性ができてきた。

ソーシャルセンサーとも呼ばれるSNS（Social 

Networking Service）ユーザーの発する情報を、

XRAIN等のレーダー観測雨量で補完することによっ

て信頼性を高め、「切迫期」における避難の判断を

支援する技術の開発を進めて参りたいと考えている。 

一方で、物理的なセンサーを駆使した早期検知手

法も有効と考えられる。土砂災害研究部では、今後、

リアルタイム観測・監視データを活用した高精度土

砂災害発生予測手法の研究を新規課題として重点的

に実施していく方針であり、土砂災害の発生に関連

する流量や流砂量等の監視・観測情報について検討

し、これらを用いた土砂災害発生の切迫性を判断す

る基準値の設定手法を研究することとしている。最

終的には、従来の雨量情報にのみよる手法に比べて、

予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい土砂災害の

発生危険度に関する情報提供が可能となることを目

指して参りたい。 

 

６． おわりに 

今回取り上げなかった各種技術基準検討や砂防施

設計画の高度化、あるいは総合土砂管理などについ

ても国の研究機関として取り組みをリードしていか

なければならない分野である。関係する大学や官民

の研究機関などとも連携しつつ、スピード感と存在

感のある研究・活動を進め、社会の要請と期待に応

えてまいりたい。 

 
【参考】 

1) 平成26年全国の土砂災害発生状況（国土交通省砂防部） 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/h26dosha/150120_
H26dosyasaigai.pdf 
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